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るための手掛かりとして研究されてきた（e.g., Ostrom and Walker, 2003）．さらに，人々の間で
共有された高い信頼感は，協調行動を促して連帯を可能にするといわれている．そして，その
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ことが公正な政治の実現や効率的な経済発展を推進するうえで重要な役割を果たしていること






場合があることが指摘されている2)（Delhey et al., 2011; Nannestad, 2008; Sturgis and Smith,
2010）．
統計数理研究所が実施している「日本人の国民性調査」では，信頼感に関する項目が第 6次（1978





































1 他人の役に立とうとしている 2 自分のことだけに気をくばっている




1 利用しようとしていると思う 2 そんなことはないと思う




1 信頼できると思う 2 用心するにこしたことはないと思う
3 その他［記入］ 4 D. K.
これらは，アメリカの General Social Survey（GSS：「総合社会調査」）など主要な社会調査で
も採用されており，信頼感を測定するための標準的な項目となっている（e.g., Sturgis and Smith,
2010）．本稿でもこの 3項目を分析に用いるが，信頼感の測定に関しては主に二点ほど，その多
義性に由来する問題が指摘されてきた．





である（Delhey et al., 2011; Nannestad, 2008; Sturgis and Smith, 2010）．これは本稿にも考慮す
べき論点を提供してくれる．前出の 3項目では，それぞれの質問文中において，‘たいていの人’
や ‘他人’という表現（英語の場合は，ともに ‘most people’）が用いられていた．これらの項目で
は，回答者が対象を特定しない “他者一般”を想起することを前提としている．ここから「日本




事実，Sturgis and Smith（2010）は ‘たいていの人’というワーディングを用いると，人々は “他
者一般”ではなく，家族，友人，知人という “身近な人々”を想定して回答する傾向があるとい



















1 おし通せ 2 場合による 3 従え

































例えば A，B，C という 3 つの質的な顕在変数（質問項目）があり，それぞれに対して A
（i = 1, . . . , I），B（j = 1, . . . , J），C（k = 1, . . . ,K）という I，J，K 種類の離散的な状態をと
る応答があるとする．具体的には，社会調査における質問項目の回答カテゴリを想起すればよ
い．そこには X という観測不能な 1つの潜在変数があり，X（t = 1, . . . , T）となる T 種類の状
態をとるものとする．これを潜在クラスとよぶ．ここで，各変数に対する応答確率を次のよう
に定義する．
πXt ：潜在変数 X に対して個人が潜在クラス（t）に帰属する確率（潜在確率）
πABCijk ：顕在変数 ABC に対して（ijk）となる同時確率（顕在確率）
πABCXijkt ：潜在変数 X を仮定したときの ABCX に対して（ijkt）となる同時確率
πABCXijkt ：潜在変数 X を所与の下で顕在変数 ABC に対して（ijk）となる条件付き確率











すなわち観測可能な確率 πABCijk は，ある個人が特定の反応（ijkt）を示す確率 π
ABCX
ijkt における，
潜在変数 X 中の T 個の潜在クラスにおける応答確率の和となっている．さらに，πABCXijkt は次
のように表すことができる．
























































































4. 信頼感 3項目と関連 2項目に関する時代ごとの推移
潜在クラス分析に入る前に，信頼感 3項目（#2.12～#2.12c）および関連 2項目（#2.1と#2.2b）






の値は最低の 1978年でも 53%であり，最高の値を示した 2013 年では 67%となっていた．ただ
し，そこにはわずかな低迷の期間も存在しており，1993年に 65%であった肯定的回答の割合は，
1998年から 2008年までの間は 62%前後とやや低下傾向を示していた．#2.12c ‘人は信頼できる
か’の ‘信頼できる’という肯定的回答の割合は，最低の 26%であった 1978年から上昇し，1993
年にピークを迎えて 38%となった．その後 1998年から 2008年までの 10年は低下傾向にあっ
たが，2013年には 36%まで再び上昇していた．
図 4と 5には，関連 2項目（#2.1と#2.2b）の回答分布を示した．#2.1 ‘しきたりに従うか’に
‘おし通せ’と回答した割合は，1978年から 2013年まで一貫して減少し続け，30%から 20%へ
と 35年間で 10ポイント低下した．だが，その分だけ ‘従え’の回答割合が増えたわけではない．
‘従え’の回答割合は 1978年が 42%と最大で，その後は 1993年から 2003年の間，10ポイント
以上の低下を示していた．しかし 2008 年には 37%と再び上昇し，2013年も同じく 37%となっ
ていた．また ‘場合による’ という中間回答は，1993年に大きく上昇（42%）し，2003年には最





図 1．#2.12 ‘他人のためか自分のためか’ についての回答の推移．
図 2．#2.12b ‘スキがあれば利用されるか’ についての回答の推移．
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図 4．#2.1 ‘しきたりに従うか’ についての回答の推移．




潜在クラス分析では，信頼感 3項目および関連 2項目のほかに，#1.1 ‘性別’，#1.2 ‘年齢’，
#1.3 ‘学歴’，#1.5 ‘市郡別’そして ‘調査年’という共変量10)も投入して潜在クラスに対する効果
も検討した．その際 ‘その他’と ‘D. K.（= Don’t Know: わからない）’という回答選択肢は分析
から除外した．それに伴い，第 6次（1978年）から第 13次（2013年）までの 7時点の総計 11,972
名のうち，潜在クラス分析に用いたデータは 8,788名分となった（詳細は表 1を参照）．また本稿
における潜在クラス分析は全て，フリーソフト LEM 1.0（Vermunt, 1997）を用いて実施した11)．

















る．このことに関して Nylund et al.（2007）は，ブートストラップ法による ΔG2 の検定を推奨
しそれが利用できない場合の次善の策として，BICを基準とするのが良いと述べている．本稿
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表 2．モデル選択のための適合度指標．
ではこの Nylund et al.の推奨にしたがい，BIC基準でのモデル選択をおこなった．表 2中の






















クラス 1では，信頼感 3項目全てに否定的回答をする傾向が高くなっていた．#2.12 ‘他人か
自分か’の条件付き応答確率は，‘自分だけ’が 86%と非常に高かった．#2.12b ‘利用されるか’で
も，‘利用しようとしている’が 61%と高くなっていた．‘人は信頼できるか’を尋ねた#2.12cで
も，‘用心する’が 86%と 3クラス中，最大であった．また関連項目に目を向けると，#2.1 ‘しき













も，それぞれ ‘他人の役に立つ’の応答確率が 54%，‘信頼できる’の応答確率が 65%と高い値と
なっていた．その一方で，関連項目#2.1の，‘従え’という選択肢への応答確率は 27%と 3クラス







の条件付き応答確率が 60%と 72%であったのに対して，#2.12bでは ‘そんなことはない’とい
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の選好が強く見られていたことから，想起対象の混在が多く発生していたことが疑われる．今













まず，‘調査年’以外の個人属性に関する共変量について見ていく．表 4の#1.1 ‘性別’で ‘男
性’に占める割合が最も高かったのは，クラス 1〈用心深さ〉であった．反対にクラス 3〈不信（安





















































































1 満足 2 やや満足 3 やや不満
4 不満 5 その他［記入］ 6 D. K.










































































資本および，そこでの信頼感についての先行研究の紹介は，Bachmann and Zaheer（2006, 2013），
Castiglione et al.（2008），稲葉（2007, 2008），稲葉 他（2011, 2014），稲葉・藤原（2013），Lyon et al.
（2012），Svendsen and Svendsen（2010）などに譲る．























8) “内集団への信頼”は ‘家族’，‘隣人’，‘個人的な知人’で構成され，“外集団への信頼”は ‘初対面の人’，
‘異なる宗教の人’，‘外国人’で構成されている．
9)「日本人の国民性調査」では，K型とM型調査票という 2つの異なった調査票が用いられており，本
稿の分析で用いた大半の項目は K型のものである．なお，#2.1は 1983年の調査で K型と M型調
査票の双方に採用されていたが，K型のデータのみを使用した．
10) 共変量として使用した変数のいくつかは，そのままの値を用いると観測度数が 0となり，推定不能
に陥るなどの不都合が生じる．この問題を回避するため，#1.3 ‘学歴’を ‘大学卒’ / ‘非大学卒’，#1.5
‘市郡別’を ‘町村+10万人未満’ / ‘10万～50万人未満’ / ‘6大都市+50万人以上’と加工した．また
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#1.2 ‘年齢’も 10歳刻みでカテゴリ化し，この変数は潜在変数との間に線形関係を仮定する方法を適
用してモデルへ投入した．
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An Investigation of Meanings of “Trust” and Their Transition Using Latent
Class Analysis in Japanese National Character Survey
Yusuke Inagaki and Tadahiko Maeda
The Institute of Statistical Mathematics
Trust has long been studied as one of the underlying mechanisms enabling societies
to function smoothly. However, there are problems with measuring “trust” through social
surveys. Because the word “trust” has a large variety of meanings, even if we use the
same scale for measuring, it may be diﬃcult to capture an identical aspect of it. This
suggests that it is not enough to observe trends of response distributions of trust-related
items separately. To grasp the actual situations of time trends on trust, this paper inves-
tigates the conceptual structure of trust in the Japanese National Character Survey using
a latent class model. As a result, we extracted three latent classes, named “carefulness”,
“generalized trust”, and “distrust (assurance)” based on values of conditional response
probabilities of the model. Furthermore, we examined the proportions of the three classes
in each survey. In 1978, the percentage of “carefulness” was the highest of all, but this
gradually changed with the times. The percentage of “carefulness” has decreased gradually
over recent decades. On the other hand, the percentage of “generalized trust” increased
rapidly in the early 1990s, ultimately reaching around 50% in 2013. We also examined the
eﬀect of background variables on class membership.
Key words: The Japanese National Character Survey, trust, latent class model, time transitions.
